
１．重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

国庫債権の額面としている。
(2) 固定資産の減価償却の方法

定額法を採用している。
(3) 引当金の計上基準
　イ．賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。
　ロ．退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため当期末における退職給付債務及び年金資産に基づき、
当期末において発生していると認められる額を計上している。

(4) 消費税等の会計処理
税込み経理である。

２．会計方針の変更
当期より特定資産として、建物建設準備金を追加計上する。

３．特定資産の増減及びその残高
特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
特定資産
校正損失補填引当預金 238,088,124 34,409,059 272,497,183
建物減価償却引当資産 77,558,462 3,722,403 81,280,865
建物建設準備金 400,000,000 400,000,000

合　　計 315,646,586 438,131,462 0 753,778,048

４．特定資産の財源等の内訳
特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　目 当期末残高
うち指定正味財
産からの充当額

うち一般正味
財産からの充

うち負債に対
応する額

特定資産
校正損失補填引当預金 272,497,183 272,497,183
建物減価償却引当資産 81,280,865 81,280,865
建物建設準備金 400,000,000 400,000,000

合　　計 753,778,048 0 753,778,048 0

５．担保に供している資産
該当なし

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建　　物 109,438,620 81,280,865 28,157,755
車　　両 106,667,003 75,484,004 31,182,999
什器備品 366,838,453 264,568,887 102,269,566

合　　計 582,944,076 421,333,756 161,610,320

７．保証債務等の偶発債務
該当なし

８．関連当事者との取引の内容
該当なし

９．その他
平成１９年度より平成１６年１０月１４日改正の公益法人会計基準に拠っている。

財務諸表に対する注記


